
国から地方への事務・権限移譲に係る研究について（案） 

                                                      

１. 趣 旨 

関西広域連合として、国出先機関の移管を求めていくことに変わりはない

が、その事務・権限の一部であっても移譲を実現し、突破口を開く。 

広域連合が、現実に国出先機関の受け皿となり得ることを示し、腰の重い

政府を動かす。 

 

去る９月 13 日の政府・地方分権改革推進本部において、約 100 項目の

国（出先機関）の事務・権限の地方への移譲に関し、一定の方向が了承され

たが、それらの事務・権限について、以下の観点から広域連合として研究を

行う。  

 

 

いずれの事務・権限も単独府県への移譲が基本とされているが、 

関西広域連合が受け皿となることで、 

① 効率化が図れるものはないか 

② 対象となる事務を拡大できるものはないか 

③ 将来のさらなる権限移譲の端緒になり得るものはないか 

等の観点から、移譲に係る具体的な課題や問題点について研究。 

 

(留意点)  

 関西にはすでに実体として広域連合があるので、より効率的な執行が図

れるものや、地方分権改革の次の展開を狙えるものは、広域連合を活用

するというスタンスで臨む。 

 （広域連合への事務の集約そのものを必ずしも目的としないが、）広域連

合で実施することの明解な「理由（メリット）」を示す。 

 

 

２. 研究内容（別紙参照） 

 

 

３.検討体制 

構成府県の企画担当課職員に、事務・権限の関連部局担当職員を交えるこ

ととし、年度内を目途に研究成果の取りまとめを行う。 

  ※  事務・権限の移譲対象が府県となっているため、構成府県の職員が中心

となるが、政令市の職員の参加も可。  

 

資料９ 



研 究 内 容 

 

▽ 具体的には、次のような研究内容が想定される。 

（例） 

1-1 放送法に基づく小規模共聴施設（500 端子以下。区域外再放送を行う場合を除く。）届出等 

 ⇒ 現在、府県で実施している事務に関連のあるものがなく、移譲には新たに技術的知見

の習得が必要になるのではないか。 

 （広域連合で集約する方が合理的・効率的なのではないか。広域連合に集約した上で、

さらに移譲を求める事務・権限はあるのか） 

 

1-8 保健師助産師看護師法に基づく養成所の指定及び監督 

 ⇒ 養成所が大阪などの都市に集中。移譲には新たに専門職の確保が必要になるのではな

いか。 

    （広域連合で集約する方が合理的・効率的なのではないか。現在、府県で実施している

事務との関連で、単独府県への移譲にメリットがあるか） 

 

 1-13 社会福祉法人（法人の行う事業が二以上の都道府県の区域にわたる法人であって地方厚生

局の所管に係るものに限る。）の定款認可及び監督 

 ⇒ 府県間の連携体制の確保が要件とされている。社会福祉法人の本部事務所が大阪府な

どの都市部に集中。 

     （広域連合で集約する方が合理的・効率的なのではないか。府県間の連絡のみで事務の

円滑な遂行は可能ではないか＝広域連合への集約は不要か） 

 

2-7 工業標準化法に基づく認証製造業者等、認証加工業者（一の都道府県の区域内のみにあるも

のに限る。）に対する報告徴収、立入検査 

⇒ 知事会は報告徴収、立入検査のほか、認証製造業者に対する措置命令権限なども移譲

を求めているが、実現の見通しは不透明。 

 （広域連合に一旦集約し、自治法 291 条の２第４項で、複数府県にわたる事業者に対

する権限や措置命令権限の移譲を要請するべきではないか。） 

 

2-28 直轄河川に係る整備等に関する計画、工事及び管理の実施 

⇒ 一都道府県で完結する一級河川を対象に個別府県と協議。 

（広域連合を受け皿に想定することで、複数府県を越える一級河川の移譲も求めるべき

ではないか。県内完結の一級河川をもつ構成団体の方針はどうか＝整合した戦術がとれ

るか） 

 

4-10 中心市街地の活性化に関する法律に基づく事業計画の認定等 

⇒ 知事会は各府県への移譲または、各府県の単独事業への転換を求めているが、実現の

可能性は低い。 

 （知事会と連携し地方への移譲を求めるべきではないか。その際、関西は広域連合を受

け皿とすることで、国の主張を退けることができるのではないか） 

別 紙 


